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成期となった年でもある。また今年は京都議定書の第一約束期間の最初の年（二〇〇八年から二〇一二年）であるが、ちょうど地球温暖化問題が一九八八年のトロ ト会議で国際的な政治課題として議論されてから二〇年目にあたる（参考文献①、五〇ページ） 。 一九八八年には世界気象機関 （ＷＭＯ）と国連環境計画（ＵＮＥＰ）の共催によって「気候変動に関する政府間パネル」 （ＩＰＣＣ）も設置された 一一月） （参考文
献⑦、 一〇四ページ） 。国連開発計画の『人間開発報告二 〇七／二〇〇八』も気候変動問題をテーマにしている。●貧困削減と社会開発への注目
　貧困削減に開発協力の比重が移るに従っ
























する基準を決めること、具体的には貧困線所得を決めたり、あ いは「ジェンダー」や「子ども」 、 「障害者」といった社会的弱者の基準を設定していくことである。貧困を所得で考える場合、国家や社会を越える普遍的な基準で見る絶対的視点と、国や社会の中で個人が占め 相対的な位置に注目する相対的視点がある。貧困を評価す 次元には所得や財の消費に注目する見方と、差別に注目する社会的視点 （ 「社会 排除」 ）がある。これら どの側面に注目するかによって、 「貧困削減」 方法も、 「貧困層」に焦点を当てた直接支援策（あるいは財政的な措置）を重視する見方と、経済全体の成長を重視する「貧困層を する成長」（P
ro-poor grow
th ）の見方に分類できる






困線」よりも高い所得のある人と低 所得しかない人とで本質的な違 があるかどうかはわからない。貧困線以上 所得 あっても病気や障害があれば総合的な生き方の質は低くなる。この う して、貧困を見るには、所得や消費ではなく 現実に人間になにができるか、どのような状況にあるのかを見る必要がある。それをセンは「ケイパビリティ」と呼んだ。ケイパビリティという複眼的な視点で見 ことで、 「貧困層」という特殊 人たちが欠落したも を補う、 意味の「開発」の見方を幾分相対化して見ることができる。
　センの見方は、開発や発展を見る場合に
















一九九五年の世界社会開発サミットなどの議論等の流れを受けてまとめられたものである。具体的には、①極度の貧困と飢餓の撲滅、②普遍的初等教育、③ジェンダー平等と女性の地位向上、④幼児死亡率の削減、⑤妊産婦の健康改善、⑥ＨＩＶ／エイズ、マラリアその他 疾病の蔓延防止、⑦環境的持続性の確保、⑧開発のためのグローバルパートナーシップの推進である。こ ような包括的課題を実現す には貧困削減メカニズムを明らかにして 援助する側と途上国の双方に、この目標を達成するためのインセンティブ（動機付け 意欲）を整備することが必要だと考えられてきた。たとえばミレニアム開発目標の進捗状況を検討した国連ミレニアム ・ プロジェクト （ジェフリー・Ｄ・サックス代表）の報告書（参考文献⑩、特に
pp.9-20 ）や国連開発
計画の『人間開発報告書二〇〇五』 （参考文献⑫で紹介）は現在 援助シス ムの問題点を分析している。その中には開発援助が問題対処能力形成（
capacity building ）




複眼的な見方を示そうとした。人間の多様性に注目していくと、 「貧困とはなにか」 、「貧しい人とは誰か」という問いには決定的な解答は存在 な こ になる。ど ような基準で設定された「 線」による人間の区分であっても、それは仮のも でしかない。そうであるならば、 貧上と下の両側にいる人たちの「貧困線」を越えた連帯こそ、真の貧困削減には必要ではないだろうか。最近「連帯」という言葉が開発協力の分野で聞かれる理由の一つがこれである。た えば国連開発計画の『人間開発報告二〇〇七／二〇〇八』 （参考文献⑨）は「気候変動と 闘い
―
分断され
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間開発報告書二〇〇五』 」 （ 『アジ研ワールド ・ トレンド』一二六号、二 〇六年）三三～三六ページ。
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2008年の開発途上国をめぐる回顧と最近の動向
